
1000-006 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選挙管理員会、
監査委員、公平委員会、農業委員
会、水道事業管理者、消防長、議会、
野田市土地開発公社 

届 出 部 課 等の 名 称 総務部 管財課 

関係課等の名称 公用車を運転する職員の所属部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S28.12.27 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 公用車による事故の損害賠償事務 

事 務 の 目 的 公用車による事故の損害賠償の請求または支払を行う。 

事 務 の 概 要 

公用車による事故発生後、運転または同乗していた職員が可能な範囲で相手方の氏名、
住所、自動車の場合は運転免許証、自動車検査証、自動車損害賠償責任保険等の情報を収
集する。警察署へ通報し実況見分を行う。相手方の車両または構造物の損傷状態の写真
をとる。相手方に人身の創傷等がある場合、救急車を要請し隊員の判断により医療機関
に搬送する。 
事故発生後速やかに事故発生の職員は事故報告書等を保険加入部署に提出する。市が収
集した相手方の情報を市が加入する保険会社に提供し、保険会社が示談交渉を行う。保
険会社が相手方本人または親族等と交渉し、過失割合、損害賠償額が確定し示談書を締
結する。医療費の支払いは市が医療機関に支払う。市が負担する示談金を清算し保険加
入部署が相手方指定の口座に振り込む。示談成立後、保険会社から処理した書類が届く。 

対 象 者 公用車による事故の相手 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会（運転または同乗していた職員が所属する部署） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察署          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （相手方の同乗者・運転手の親族・医療機関・市が加入す

る保険会社） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 



電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-007 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選挙管理委員会、監
査委員、公平委員会、農業委員会、固定
資産評価審査委員、水道事業管理者、消
防長、議会、野田市土地開発公社 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 公用車を運転する者の所属部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S51以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 公用車を運転するための登録事務 

事 務 の 目 的 公用車を運転しようとする者の運転免許証所有無、運転できる車両の種類を確認する。 

事 務 の 概 要 
公用車を運転することができる者は運転免許証を取得し１年以上の者で、公用車を運転
しようとする者は運転者登録簿に運転免許証の写しを添付し所属部署長の確認後、管財
課へ提出し登録する。 

対 象 者 公用車を運転しようとする者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-008 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H29.4.19 開 始 年 月 日 H29.6.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 ドライブレコーダーシステムに関する事務 

事 務 の 目 的 
公用車を運転する職員の安全運転に対する意識の向上を図ること及び事故発生時や市
民等からの職員による危険運転等の情報があった場合の事実確認、原因究明に活用す
ることを目的に画像及び運転の状況に関するデーターを記録するもの。 

事 務 の 概 要 

公用車に搭載したドライブレコーダーシステムに走行中の画像または駐車中に衝撃等を
検知したときの画像が保存される。事故発生時や職員による危険運転等があった場合、
画像を安全運転に関する職員研修等で事例紹介する。 
交通事故、当て逃げ等で必要に応じて警察署へ証拠として提出する。また、何らかの事件
等に関わる画像が保存されている可能性がある場合、警察署からの捜査関係事項照会に
対し指定された日時の画像を提供する。 

対 象 者 ドライブレコーダーシステムに記録された者、車両 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

□ 氏名 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 画像    □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

□ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （ドライブレコーダー              ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

■ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：捜査関係事項照会            

主な提供項目（指定された日時に保存された画像        

□ 市の機関又は議会（                  ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察署        ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

■ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-009 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H26.1.24 開 始 年 月 日 H26.4.8 最終変更年月日 R6.11.27 

事 務 の 名 称 インターネットを利用した公用車の売却事務 

事 務 の 目 的 
公用車処分の効率的な運用を図るため、インターネットを利用した一般競争入札によ
り公用車の売払いを実施する。 

事 務 の 概 要 

紀尾井町戦略研究所株式会社が運営するインターネット公有財産売却システムの野田市
公有財産売却ページに老朽化した公用車を出品する。 
入札参加希望者は紀尾井町戦略研究所株式会社のインターネット公有財産売却システム
へ登録後、市へ申込書に本人を確認するため住民票、運転免許証、資格確認書等、パスポ
ートのいずれかの写しを添付し提出する。入札に関する権限を代理人に委任する場合は
委任状に各々の住民票、運転免許証、資格確認書等、パスポートのいずれかの写しを添付
し提出する。入札参加希望者は入札保証金を紀尾井町戦略研究所株式会社に納める。 
入札参加者は公有財産売却システムに入札価格を登録し、予定価格以上で最高価格の者
が落札者となり契約保証金を市に納める。落札者の意向で入札保証金を契約保証金に充
てる場合は紀尾井町戦略研究所株式会社社から直接市に振り込まれる。 
落札者が暴力団または暴力団員に関する排除対象者であるかを本人同意のうえで警察署
へ照会し、警察署からの回答で排除対象者でない者と売買契約書を締結する。契約締結
後、市が公用車を一時抹消登録する。契約金額が満額納付されたことを確認し契約締結
者へ車両を引き渡し所有権移転後に自動車検査証の写しを市に提出し契約締結者に譲渡
されたことを確認する。解体した場合は解体を証明する証明書の写しを市に提出する。 

対 象 者 入札参加希望者及び落札者（契約締結者） 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 ■ 本人確認書類に記載の情報 □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察署          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （紀尾井町戦略研究所株式会社          ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
■ 外部委託     （ ■ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 



電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-011 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 水道部業務課 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 入札参加資格業者登録事務 

事 務 の 目 的 市の入札・見積合せに参加するための入札参加資格業者登録、登録後の名簿公表 

事 務 の 概 要 

事業者は市が行う入札・見積合せに参加するために、市が会員となっている千葉県電子
自治体共同運営協議会（千葉県事務局）が運営するインターネットの電子システムで入
力し、同協議会に申請書類を提出し審査を受ける。審査後、同協議会から市に申請書類、
記載事項証明書、建設工事については経審通知書（写）において社会保険等が「無」とな
っている場合に限り社会保険等の加入を証明する書類が送付される。市が審査し登録が
完了すると、市が事業者名簿を作成する。事業者は申請時に名簿の公表を了承し申請し
ており、市はホームページにおいて名簿を公表する。 

対 象 者 市が行う入札等に参加しようとする事業者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

■ 収入・支出 □ 資産 ■ 税情報   □ 公的扶助 

■ 記載事項証明書 ■社会保険等加入を証明する書類 □       
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （千葉県電子自治体運営協議会          ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
■ 外部委託     （ ■ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称：  
 

 



1000-012 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 簡易登録事務 

事 務 の 目 的 競争入札や見積合せではない少額の取引をするための登録、登録後の名簿公表 

事 務 の 概 要 

１件の設計金額が規定額未満の物品、業務委託への見積り合わせに参加を希望する市内
に本店を有する法人又は市内に住所を有する個人事業者を対象として、野田市簡易登録
者名簿への登録を行う。 
事業者は、添付書類を添えて登録申請書を市に提出し、市は、登録資格を満たす者につい
て名簿へ登録する。対象案件について、担当課において当該名簿の中から事業者を選定
し、見積り合わせを執行する。 

対 象 者 簡易登録をしようとする者、その代理人 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

■ 収入・支出 □ 資産 ■ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称：  
 

 



1000-013 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長、水道事業管理者 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 水道部業務課 

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 H22.2.25 最終変更年月日 R6.11.27 

事 務 の 名 称 総合評価評価値算定事務 

事 務 の 目 的 総合評価方式による一般競争入札に参加者に係る評価値の算定 

事 務 の 概 要 

総合評価方式による一般競争入札に参加しようとする者は、市に価格以外の評価値を算
定するための資料に、配置予定技術者の資格を証する資料、市内在住がわかる社員名簿
（氏名は塗りつぶし）、障がい者、高齢者、女性を雇用している場合に障がい者手帳の写
し、資格確認書等の写しを添付し提出し、市は価格以外の評価点を算定する。 

対 象 者  

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 ■ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□        □      □      □      
 

その他 ■ 添付書類に記載の情報 □      □       
 

収 集 先 

□ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （入札に参加しようとする者           ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-014 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長、水道事業管理者 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 水道部業務課 

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 H19.4.1 最終変更年月日 R6.11.27 

事 務 の 名 称 制限付一般競争入札の落札候補者の資格要件審査事務 

事 務 の 目 的 制限付一般競争入札の落札候補者の資格要件の審査 

事 務 の 概 要 

制限付一般競争入札の落札候補者は、入札後速やかに制限付一般競争参加資格確認書に
配置予定技術者に係る資格確認書等又は技術職員の名簿等の写し、合格通知等の資格を
証する資料を添付し市に提出する。職員で構成する入札参加資格審査委員会において落
札候補者の資格の有無を審査する。 

対 象 者 制限付一般競争入札の落札候補者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 ■ 添付書類に記載の情報 □      □       
 

収 集 先 

□ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （制限付一般競争入札の落札候補者        ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-015 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、選
挙管理委員会、水道事
業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 発注担当部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 契約履行における技術者等の確認事務 

事 務 の 目 的 契約書約款に定めた技術者等の確認 

事 務 の 概 要 

請負者は、契約締結後、契約書約款に定めた技術者等の選定または変更選定したときは
発注担当部署に届け出または通知し、発注担当部署は適正性を確認する。 
契約の種類と技術者等は次のとおり。 
・工事は、現場代理人、主任技術者、監理技術者、専門技術者等 
・測量・コンサル業務（工事監理）は、管理技術者 
・測量・コンサル業務（建築設計・土木設計等）は、管理技術者、照査技術者 
・業務一般は、業務責任者 

対 象 者 契約書約款に記載した技術者等 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

□ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （請負者                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-016 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 発注担当部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 契約履行における地元関係者との交渉等事務 

事 務 の 目 的 測量コンサル業務（土木設計等）における地元関係者との交渉等、土地立ち入りの承諾 

事 務 の 概 要 

契約書約款に基づき、地元関係者との交渉等は、発注担当部署が直接地元関係者宅へ訪
問し交渉等を行う。必要な場合は請負者の協力を得る。 
また、第三者が所有する土地に立ち入る場合は、発注担当部署は法務局から登記簿謄本
を収集し土地の所有者に立ち入ることの承諾を得る。必要な場合は請負者の協力を得る。 

対 象 者 契約書約款に定めた技術者等 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（法務局          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-017 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、監査委
員、農業委員会、水道
事業管理者、消防長、
議会、野田市土地開発
公社 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 発注担当部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 契約履行において第三者に損害を及ぼしたときの対応事務 

事 務 の 目 的 契約履行において第三者に損害を及ぼしたときの対応 

事 務 の 概 要 

約款に基づき、第三者に損害を及ぼした場合、受注者は発注担当部署に報告し状況確認
等を行い解決にあたる。第三者との間に紛争を生じた場合も発注者及び受注者は協力し
て処理解決にあたる。 
損害賠償は、受注者が負担するが、発注者の責めに帰すべき事由があるとき等の場合は
発注者が負担する。 

対 象 者 契約書約款に定めた技術者等 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （受注者                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 



 



1000-018 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、監査委
員、農業委員会、水道
事業管理者、消防長、
議会、野田市土地開発
公社 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 発注担当部署 

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 H24.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 契約解除要件の確認事務 

事 務 の 目 的 受注者の役員等の暴力団等の確認 

事 務 の 概 要 
契約書約款に記載する発注者が契約を解除することができる要件のうち、受注者の役員
等が暴力団等及び暴力団員等であるかを確認する場合、発注担当部署は受注者または本
人に事実確認し、警察署に照会し回答を得て状況を確認する。 

対 象 者 受注者の役員等 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察署          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （受注者                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 



 



1000-019 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 公契約条例が適用される請負の契約及び指定管理協定の担当部署 

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 H22.2.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 公契約条例が適用される労働者の賃金確認事務 

事 務 の 目 的 
公契約条例の適用を受ける労働者に市長が定める賃金等の最低額以上の賃金等が支払
われているかを確認する。 

事 務 の 概 要 

公契約条例が適用される工事又は製造その他についての請負の契約及び指定管理協定に
おいて、市は労働者に市長が定める賃金等の最低額以上の賃金等が支払われているかを
確認するために、受注者等は配置労働者報告書、労働者支払賃金報告書、賃金台帳の写
し、給与等の支払明細書の写しを市に提出する。また、労働者が受注者等から不適当な扱
いを受け管財課に通報してきた場合に、労働者が名乗った場合は氏名と受注者等名を収
集する。折り返し連絡が必要となる場合は通報してきた労働者の連絡先を収集する。受
注者等には個人情報は伝えない。 

対 象 者 公契約条例が適用される労働者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 □ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

■ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 労働時間 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （公契約適用の受注者等             ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称：  
 

 



1000-020 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 R2.10.1 開 始 年 月 日 R2.10.1 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 小規模工事等登録事務 

事 務 の 目 的 
野田市入札参加資格業者名簿に登録していない市内事業者の受注機会を確保し、事業
者の育成及び市内経済の活性化に資する。 

事 務 の 概 要 

１件の設計金額が規定額未満の小規模工事及び施設修繕に係る見積り合わせに参加を希
望する市内に本店を有する法人又は市内に住所を有する個人事業者を対象として、野田
市小規模工事等登録業者名簿への登録を行う。 
事業者は、添付書類を添えて登録申請書を市に提出し、市は、登録資格を満たす者につい
て名簿へ登録する。対象案件について、担当課において当該名簿の中から事業者を選定
し、見積り合わせを執行する。 

対 象 者 小規模工事等登録をしようとする者、その代理人 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

■ 収入・支出 □ 資産 ■ 税情報   □ 公的扶助 

■ 免許等    ■身分証明書の情報 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称：  
 

 



1000-021 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、選
挙管理委員会、水道事
業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 発注担当課 

届 出 年 月 日 R.3.4.21 開 始 年 月 日 R3.4.21 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 建設工事の施工体制の点検事務 

事 務 の 目 的 建設工事の適正な施工を確保し、建設業の健全な発展を図る。 

事 務 の 概 要 

市から直接建設工事を請け負った建設業者が、その工事を施工するために下請契約を締
結した場合において、当該業者は、市へ施工体制台帳及び施工体系図の写しを提出し、市
は、野田市建設工事適正化指導要領の規定に基づき、提出された書類について、必要事項
の記載漏れがないかなどの書類の整備状況を点検するとともに、現場に施工体制台帳が
備え付けられているかなどの現場状況を点検する。 

対 象 者 施工体制台帳及び施工体系図に記載される作業員 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 □ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 社会保険等の加入状況 ■免許等 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

□ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （請負者                     ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-022 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H5.5.10 最終変更年月日 R6.3.29 

事 務 の 名 称 市役所本庁舎の管理に関する事務 

事 務 の 目 的 

市役所本庁舎を管理するため、駐車場貸出し、ギャラリー、ピアノ及び杜の広場の使用許
可、庁舎使用許可（チラシ配布）、行政財産使用許可、拾得物等の届出及び受渡し、警備
等を行うもの。 

 

事 務 の 概 要 

・駐車場の使用許可 
市役所前及び文化センター駐車場の使用申込み受付及び許可証を発行する。 

・ギャラリーの使用許可 
ふれあいギャラリーの使用申込み受付及び許可証を発行する。 

・ピアノ及び杜の広場の貸出し 
ピアノの使用申込み、杜の広場の使用申請書受付及び許可証を発行する。 

・チラシ配布 
庁舎使用許可申請書受付及び庁舎使用許可書を発行し、チラシ配布台帳へ記載する。 

・行政財産使用許可 
申請書の受付及び使用許可証を発行する。 

・拾得物等の届出及び受け渡し 
  拾得物及び紛失物の届出を受付し、本人への返却、警察署へ届出、所有権を取得した

拾得物の処理を行う。 
・警備等庁舎管理に係る委託業務 

従事者名簿の保管を行う。 

対 象 者 許可申請者及び許可申請に係る団体等代表者等、委託業務従事者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 所属団体  □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （ 民間・私人                 ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 



外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-023 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部管財課 

関係課等の名称 市民生活課、保健センター 

届 出 年 月 日 H27.5.15 開 始 年 月 日 H27.5.15 最終変更年月日 R6.3.29 

事 務 の 名 称 野田市保健センター会議室の貸出しに関する事務 

事 務 の 目 的 
地方自治法第238条の4項７項の規定により自治会等が野田市保健センター4階の会議室
を使用するために必要な行政財産の使用許可（目的外使用）申請及び利用の許可をする
もの。 

事 務 の 概 要 
自治会等が野田市保健センター4階の会議室を使用するために必要な行政財産の使用許
可申請の受付及び許可証を発行する。 

対 象 者 自治会、自主防災組織、防犯組合及び廃遺物減量等推進員の代表者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 所属団体あ □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （ 民間・私人                 ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-024 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部管財課 

関係課等の名称 公共施設管理の担当課 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H5.5.10 最終変更年月日 R6.3.29 

事 務 の 名 称 公共施設の管理に関する事務 

事 務 の 目 的 
市役所本庁舎以外の施設において、利用・使用の許可、拾得物等の届出及び受渡し、警

備等を行うもの。 

事 務 の 概 要 

・施設の利用・使用許可 
利用・使用を希望する者から申込みを受け、内容を審査し、許可する。 

・拾得物等の届出及び受け渡し 
  拾得物及び紛失物の届出を受付し、本人への返却、警察署へ届出、所有権を取得した

拾得物の処理を行う。 
・警備等 

不審者の監視等を行う。 

対 象 者 各公共施設の利用者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 所属団体 ■利用・使用の内容 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-025 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、選
挙管理員会、水道事業
管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 借地借家をしようとする所属部署またはしている所属部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 借地借家契約事務 

事 務 の 目 的 借地借家の契約の締結、変更及び更新、賃借料の支払い、賃借料の見直し。 

事 務 の 概 要 

借地借家しようとする担当部署が土地及び建築物の登記事項証明書を法務局から収集す
る。担当部署が借地借家の交渉をして成立後に土地賃貸借契約書を締結する。所有者に
賃借料を支払う。借地の近傍宅地の固定資産税額を課税課から収集し著しい変動が生じ
た場合に賃借料を見直す。所有者が変更した場合は承継した者または法務局から登記事
項証明書を収集し名義変更を確認し賃貸借変更契約を締結する。賃貸借期間終了後も借
地借家する場合は賃貸借更新契約を締結する。所有者が死亡し相続に時間を要する場合
は、相続権のある者の総意で代表者を決定し、相続が完了するまで代表者が賃借料を受
領することを記載した書面及び相続権のある者の氏名・住所を署名、押印した同意書を
市に提出する。また、所有者が賃借料の受領を拒否する場合、法務局へ供託を手続し市に
供託書が届いてから、契約を締結した者に供託したことを通知し賃借料を支払う。 

対 象 者 借地借家しようとする土地及び建築物の所有者、相続権のある者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 ■ 個人番号 

■ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   □ 学業・職業等 

■ 収入・支出 ■ 資産 ■ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □       
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

■ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （課税課                ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（法務局          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 



個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-026 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 貸地貸家をしようとする所属部署またはしている所属部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 貸地貸家契約事務 

事 務 の 目 的 市が所有する土地及び建築物の貸付の契約の締結、変更及び更新。 

事 務 の 概 要 

市が所有する土地及び建築物を借り受けようとする者からの申請を受ける。審査し賃貸
借契約を締結する。契約を更新しようとする場合は契約期間が終了するまでに申請を受
け契約を更新する。借受人が変更した場合は承継した者と賃貸借契約を締結する。借受
人所有の建築物がある場合は承継した者または法務局から登記事項証明書を収集し、承
継した者に名義変更されたことを確認してから賃貸借変更契約を締結する。 
所有者が死亡し相続に時間を要する場合は、相続権のある者の代表者が承継することを
記載した書面及び相続権のある者の氏名・住所を署名、押印した同意書を市に提出する。 
また、普通財産を無償または時価よりも低い価額で貸し付けようとする場合、条例に定
めがある場合は告示してから契約の締結、変更及び更新を締結する。条例に定めがない
ときは議会の議決を得て、告示してから契約の締結、変更及び更新を締結する。 

対 象 者 市が所有する土地及び建築物を借り受けようとする者、相続権のある者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

■ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（法務局          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 



 



1000-027 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 財産を所管する部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S44以前 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 財産の使用許可事務 

事 務 の 目 的 財産使用許可申請の審査、許可、変更、更新、使用料の徴収。 

事 務 の 概 要 
財産使用許可申請書の提出を受け、要件の審査をし、許可書を交付する。変更、更新の場
合も同様にする。使用料は使用許可後に納付書及び請求書を発行し徴収する。 

対 象 者 行政財産使用許可申請者、関連土地所有者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-028 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S44以前 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 普通財産の譲渡及び交換事務 

事 務 の 目 的 普通財産を譲渡及び交換することにより、土地の有効活用を図る。 

事 務 の 概 要 

普通財産の譲渡は、職員で構成する野田市財産処分審査委員会で決定した最低処分価格、
処分代金の納入方法で公告し一般競争入札を行う。 
入札に参加しようとする者または代理人が申込書に委任状、申立書、本籍地の市区町村
が発行した身分証明書を提出し、入札保証金を納入する。入札に参加した者の前で開札
し、参加者名、入札額を口頭で読み上げ落札者を決定する。落札者は、市有財産譲渡申請
書に住民票を添付し提出し土地売買契約書を締結する。辞退者、落札できなかった者に
は入札保証金を申込書に記載された振込先口座に返金する。落札者は入札保証金を契約
金に充当し残額を納入する。 
また、公益事業、法定外公共物、公共事業の代替地、狭小・不整形な土地で隣接者以外に
利用困難、貸付中の普通財産を従来から借り受けている者に売払う場合は、野田市財産
処分審査委員会を開催せず随意契約となる。財産を管理する所属部署は譲渡しようとす
る者または代理人からの申請を受け、審査決定後に普通財産に用途廃止し土地売買契約
書を締結する。 
普通財産との土地交換の場合は、等価交換で野田市財産処分審査委員会を開催せず随意
契約となる。財産を管理する所属部署は交換しようとする者または代理人から申請人所
有の交換対象地の公図、地積測量図、登記事項証明書等を添付した申請書を受け、審査決
定後に普通財産に用途廃止し土地交換の契約書を締結する。所有権移転は、嘱託で法務
局に手続する。 
なお、譲渡する財産の予定価格が2,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは
売払い（土地については、1件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る。）は議会
の議決に付さなければならない。 

対 象 者 普通財産を譲渡及び交換する相手の者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （代理人                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 



目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-029 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S44以前 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 普通財産の境界確定事務 

事 務 の 目 的 普通財産の境界が未確定または明確でない場合、測量し確定する。 

事 務 の 概 要 

公共施設管理課が普通財産の境界を確定させたい場合、隣接地の所有者を法務局から登
記事項証明書を収集し確認する。市または市が委託した測量会社が隣接地の所有者へ境
界立会を依頼する文書を郵送する。境界立会後、隣接地の所有者は境界に同意したこと
を証する書面に署名、押印し市に提出する。 
境界確定後、普通財産の地積更正、分筆が必要な場合は、用地課が嘱託で法務局に手続し
境界に同意したことを証する書面を添付して手続きする。 
普通財産との境界を確定したい場合、隣接地の所有者または代理人が公共施設管理課に
公図、実測図、登記事項証明書を添付し境界立会を申請する。境界立会後、市は境界に同
意したことを証する書面に押印し発行する。 

対 象 者 普通財産に隣接する土地の所有者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（法務局          ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （代理人                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



1000-030 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選挙管理員会、監査
委員、公平委員会、農業委員会、固定資
産評価審査委員会、水道事業管理者、消
防長、議会、野田市土地開発公社 

届出部課等の名称 総務部 管財課 

関係課等の名称 公共施設を管理する部署または行事を主催する部署 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 R7.3.31 

事 務 の 名 称 市民総合賠償に関する事務 

事 務 の 目 的 公共施設または主催した所属部署に過失がある事故の損害賠償交渉及び支払い。 

事 務 の 概 要 

公共施設管理部署または主催した部署の過失により人身の負傷または物体の損傷等の事
故が発生した場合、公共施設管理部署または主催した部署が相手方から情報を収集し示
談交渉をする。負傷の場合は診断書、医療費明細書、給与明細等を収集し、物体の損傷の
場合は写真をとる。賠償額が確定し交渉が成立すると示談書を締結する。事故に関する
相手方の情報、賠償額、示談書を保険会社に提供し保険金を請求する。公共施設管理部署
または主催した部署から相手方に指定された口座に賠償金を振り込む。医療費は医療機
関に振り込む。また保険会社から公共施設管理部署または主催した部署に保険金が振り
込まれる。最後に公共施設管理課が保険加入手続きを行っているため事故処理の報告を
受ける。 

対 象 者 市の過失で人身を負傷した者または損傷した物体の所有者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   □ 学業・職業等 

■ 収入・支出 □ 資産 ■ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （医療機関                   ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 



個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 


